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１０．取組内容の進捗状況（令和４（2022）年度） 【名古屋大学】

国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

ガバナンス改革関連

G30外国人教員の定員化
G30外国人教員を定員化して、SGU事業実施の人員確保、ならびに事業期間終了後の自走化に向けて取り組んでいる。
令和4（2022）年度は6名を定員化し、以降段階的に定員化を進めていく。

教育改革関連

NUSTEP（短期日本語研修プログラム）のオンライン開催
協定大学に在学している留学生を対象に2022年夏季名古屋大学
短期日本語研修プログラム（NUSTEP）を実施した。参加者は5名。
日本語のブラッシュアップ、専門講義、ラボ見学、日本文化体験、
学術施設紹介、名大生との交流といったオンライン研修プログラム
を実施した。

〈 全国大学ジョイント・ディグリープログラム協議会 HP 〉

留学生フェアのオンライン開催による優秀な留学生の獲得
新型コロナウイルス感染症（COVID-19） の拡大の影響により、各
国での留学フェアや高校訪問による対面のリクルートをオンライン
に切り替え、ウェビナーを開催するなど、優秀な留学生の獲得に
努めた。
令和4（2022）年度は、引き続きオンラインによるフェアの取り組み
に加え、現地訪問による対面リクルートも再開した。

〈 NUSTEP 〉

JDPのさらなる展開及び全国大学JDP協議会の立上げ

本学は、一つの大学では提供できない高度なプログラムを、他大
学の教育資源を活用することにより提供可能とし、国境を越えた集
合体として共同で学位を授与するジョイント・ディグリープログラム
（JDP）を平成27（2015）年に設置して以来、戦略的にJDPを展開し
てきた。さらに令和4（2022）年度には、工学研究科におけるタイ・
チュラロンコン大学とのジョイント・ディグリープログラムを開始した。

また、我が国のJDPの約4割を本学と岐阜大学から成る東海国立
大学機構で実施している強みを活かし、「大学の国際化促進フォー
ラム」のプロジェクトとして、「全国大学JDP協議会」を設置し、7月に
幹事会を、10月に総会をいずれもオンラインで開催した。

国際本部及びグローバル・マルチキャンパス推進機構（GMC）を設置
国際機構を改組して、国際本部及びグローバル・マルチキャンパス推進機構（GMC）を設置し、大学の国際戦略の下、戦
略的パートナー大学との連携強化を図り、令和5（2023）年3月にはノースカロライナ州立大学に名古屋大学初の米国
キャンパスを設置した。

NU-EMIの実施による留学生と国内学生との共修促進
NU-EMIプロジェクトは令和4（2022）年4月で4度目の春学期を迎え
た。昨年度に引き続き、一般日本人学生によるG30国際プログラ
ムの英語で実施される講義の履修を促すため、講義にティーチン
グアシスタント（TA)、もしくは日本人学生にチューターを配置した。
さらに講義以外で日本人学生と留学生が共に学べる場として、学
生主体で海外大学院進学セミナー、国際就職セミナーや交流会を
開催し好評を得た。今後も学生のニーズをよく聞き取り、それに合
わせた活動を進めていく。

協議会独自の取り組みとしては、「ジョイント・ディグリープログラムの運用に関する要望書」をとりまとめ、12月に文部科
学省高等教育局長に手交したほか、JDPの成果の把握のため、会員12大学に おける計83名のＪＤP修了者について進
路状況調査を実施した。

〈 NU-EMI 〉



着実な学位取得者の輩出
名古屋大学アジアサテライトキャンパス学院の博士課程卒
業生５名に学位が授与された。5名は令和5（2023）年３月27
日に豊田講堂のシンポジオンホールで卒業研究発表を
行った。平成26（2014）年アジアサテライトキャンパス学院
設置以来博士学位取得者は39名となった。

ペルディゲラ博士がUPLBの作物科学における女性の顔
2023で紹介された
フィリピン大学ロスバニョス校(UPLB)農学部作物科学研究
所作物生理学部門のキム・ニカ・C・ペルディゲラ大学研究
員と名古屋大学大学院生命農学研究科(NU-GSBS)の卒業
生が、先日開催されたUPLB作物科学フォーラム「作物科学
における女性の顔2023」で紹介された。このイベントは、
2023年女性月間を祝って開催された。現在彼女は、名古屋
大学の三屋史朗准教授と共同で、フィリピンの塩ストレスの
影響を受けた水稲作地域における塩分問題の理解に
GxExMアプローチを使用する研究を行っている。

アジアサテライトキャンパス学院の着実な取り組みと成果
「アジア諸国の国家中枢人材養成プログラム」で受け入れた学生への指導を着実に推進し、現在6研究科が参画して
9ヶ国で展開し、入学者数は合計で101名となった。
http://asci.nagoya-u.ac.jp/japan/

【名古屋大学】

After Corona段階における海外派遣プログラム”i留学”

令和4（2022）年度に渡航を伴う国際交流が再開しても、令和2（2020）年度から
実施している「i留学」と総称する、オンライン等による海外協定校等の授業等の
受講を継続して実施し、受講学生のうち成績優秀者に受講料の一部を支援した。
令和4（2022）年度においては、特に部局プログラムのオンライン活用が促進さ
れ、従来の留学準備講座等を含め、約800名の参加があった。また、渡航再開
により、渡航とオンラインのハイブリッドのプログラムもさらに増え、幅広い形の
留学プログラムを学生に提供した。

※「 i 留学」の“i”は international、 intercultural、 interaction、 imagination、
integration、 information、 invention などを意味し、自分の “I” を掛けている。

国際広報室の設置

本学では、国際発信力の抜本的な強化に向けて、国際的
なステークホルダーにターゲットを絞った効果的な広報活
動を展開し、本学の研究成果を国際標準で発信することに
より、実力に見合う正当な国際的評価に繋げることを目的
として、「国際広報室」を設置した。

初年度である令和４（2022）年度には、英語でのプレスリ
リースの制作および配信に注力した。本学所属のサイエン
スライター・編集者・イラストレーターによる記事作成を行い、
令和4年度では合計６５本のプレスリリースを配信し、海外
メディアに多く取り上げられた。 〈 サイエンスイラストレーターによるプレスリリース画像 〉

＜Dr.Kim Nyka C.Perdiguerra>

■ 大学独自の成果指標と達成目標

■ 国際的評価の向上につながる取組

■ 自由記述欄

〈名古屋大学派遣留学紹介冊子〉



１１．取組内容の進捗状況（令和５（2023）年度） 【名古屋大学】

国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

ガバナンス改革関連
人事改革
平成26（2014）年度に導入したテニュアトラック制は学内に定着しており、令和5（2023）年度における年間専任教員採用
者数に対するテニュアトラック対象者数の割合が目標値（19.8％）を上回る26.9％であった。これまでテニュアを付与した
教員のうち41名がテニュア付与後5年以内に上位職に就いている。
また、教員の国際公募を原則とし，若手育成プログラム（YLC）での外国人枠を設定，任期付きG30教員を任期の定めの
無い教育職へ配置換する等の結果、外国人教員は、令和5（2023）年には目標150名を大幅に上回る191名が在職してい
る。

教育改革関連

NUSTEP（短期日本語研修プログラム）の開催
コロナ禍により中断していたが、数年ぶりに協定大学に在学してい
る留学生を対象に2024年春季名古屋大学短期日本語研修プログ
ラム（NUSTEP）を対面で実施した。参加者は3名。日本語のブラッ
シュアップ、日本文化体験を実施した。

留学フェアのオンライン開催による優秀な留学生の獲得
新型コロナウイルス感染症（COVID-19） の拡大の影響により、各
国での留学フェアや高校訪問による対面のリクルートをオンライン
に切り替え、ウェビナーを開催するなど、優秀な留学生の獲得に
努めた。
令和5（2023）年度は、引き続きオンラインによるフェアの取り組み
に加え、現地訪問による対面リクルートも再開した。

〈 NUSTEP 〉

全国大学JDP協議会によるJDPの推進

本学は、一つの大学では提供できない高度なプログラムを、他大学の教育資源を活用することにより提供可能とし、国
境を越えた集合体として共同で学位を授与するジョイント・ディグリープログラム（JDP）を平成27（2015）年に設置して以
来、戦略的にJDPを展開し、我が国のJDPの36％を本学と岐阜大学から成る東海国立大学機構で実施している。

この強みを活かし、「大学の国際化促進フォーラム」のプロジェクトとして、令和4（2022）年に「全国大学JDP協議会」を設
置し、令和5（2023）年9月に幹事会を、同年12月に総会をいずれもオンラインで開催した。

協議会独自の取り組みとしては、「ジョイント・ディグリープログラムの運用に関する要望書（第2弾）」をとりまとめ、文部科
学省高等教育局長に手交した（令和6（2024）年4月）ほか、JDPの成果の把握のため、会員12大学における計55名のＪＤ
P修了者（前年度調査後）について進路状況調査を実施した。

NU-EMIの実施による留学生と国内学生との共修促進

Nagoya University English-as-a-Medium-of-Instructionプロジェク
トは一般日本人学生によるG30国際プログラムの英語で実施され
る専門講義の履修を促すため、講義に留学生のティーチングアシ
スタント（TA)、もしくは日本人学生に留学生のチューターを配置し
ている。今年度から需要の増加に伴ってチューター向けの研修を
開始した。さらに講義以外で日本人学生と留学生が共に学べる場
として、学生主体で海外大学院進学セミナー、国際就職セミナーや
異文化理解のための交流会（Food for Thought）を開催し好評を得
た。 〈 NU-EMI 〉

グローバル・マルチキャンパス（GMC）の展開

平成27（2015）年に「国際機構」を設置した後、新たな国際戦略「グローバ
ル・マルチキャンパス構想」を掲げて令和4(2022）年度に「国際本部」「GMC
推進機構」に改組・新設し、令和5（2023）年には戦略的パートナー大学（現
在ノースカロライナ州立大学、シンガポール国立大学、フライブルク大学、
エディンバラ大学の４大学）を選定した。これら戦略的パートナー大学に名
古屋大学のリアルなキャンパス（GMC）の設置を進め、多文化共修，国際
共同研究，スタートアップ創出を推進している。令和5（2023）年度にはシン
ガポール国立大学に本学のシンガポールキャンパスを設置して法人化し
た。ノースカロライナ州立大学とシンガポール国立大学の拠点には本学の
教職員が常駐し、学生交流プログラムや国際共同研究の拡大に取り組ん
でいる。

〈 シンガポールでの学生研修 〉



着実な学位取得者の輩出
上記プログラムのもと、博士後期課程修了生6名に所属研
究科から博士学位が授与された。平成26（2014）年アジア
サテライトキャンパス学院設置以来博士学位取得者は45
名となった。

博士学位取得修了者との共同研究／共同プログラムの展
開
修了生のDr. Marjorie Punzalan De Ocampoが所属する、
国際イネ研究所にて、ストレス生理学研究チームと本学の
研究者との間で、イネ塩ストレス耐性に関わる生理メカニ
ズム解析ならびに分子育種による耐性品種育成の共同研
究プロジェクトが進展している。
修了生のDr. Rhea Mae Plenos Maningoが所属するアジア
開発銀行にて、インターン、ヤングリーダープロフェッショナ
ルや奨学金プログラムを本学との間で展開し、また日本も
含めた北米・北欧・オーストラリア・東南アジアの大学との
共同研究が企画・立案されている。

アジアサテライトキャンパス学院の着実な取り組みと成果
アジアサテライトキャンパス学院が展開する「アジア諸国の
国家中枢人材養成プログラム」のもとで、博士後期課程の
学生を受け入れる研究科は全部で6研究科、9カ国から受
け入れ、入学者数は合計で114名となった。
https://asci.nagoya-u.ac.jp/

【名古屋大学】

海外派遣プログラムとオンラインの併用

令和4（2022）年度に渡航を伴う国際交流が再開し、令和5（2023）年度には過去最多の約1,300名が海外に渡航した。オン
ラインで海外協定校等の授業等の受講をするプログラムも引き続き実施し、約500名の参加があった。渡航とオンラインの
ハイブリッドのプログラムや海外協定校とのCOIL授業もさらに増え、幅広い形の留学プログラムを学生に提供することがで
きた。

国際広報室による国際発信力強化

国際発信力の抜本的な強化に向けて、国際的なステーク
ホルダーにターゲットを絞った効果的な広報活動を展開し、
本学の研究成果を国際標準で発信することで実力に見合
う正当な国際的評価に繋げることを目的として令和4
（2022）年度に新設された「国際広報室」では、英語でのプ
レスリリースの制作および配信に注力した。本学所属のサ
イエンスライター・編集者・イラストレーターによる記事作成
を行い、令和５（2023）年度では合計６５本のプレスリリース
を配信し、そのうち11本が世界最大の科学プレスリリース
プラットフォームであるEurekAlert！サイトのフロントページ
掲載に選出された。

〈 サイエンスイラストレーターによるプレスリリース画像 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

■ 国際的評価の向上につながる取組

■ 自由記述欄

〈 国際イネ研究所 〉

〈 アジア開発銀行 〉

東海地域・国立大学連携プラットフォーム（C-FRONT）（※）の立ち上げ
名古屋大学を含む東海地域の７国立大学法人８大学が一体となって、それぞれのリソースを有効活用することで、東海地
域全体の持続的な発展に貢献しつつ大学群としての国際競争力を高め、様々な課題や社会からの要請に柔軟に対応でき
る連携の枠組みとして、東海地域・国立大学連携プラットフォーム（C-FRONT）を立ち上げた。
（※）令和6(2024)年度に信州大学が新たに加わり「東海・信州 国立大学連携プラットフォーム(C２-FRONTS)」に名称変更。

「量子フロンティア産業創出拠点」の認定
名古屋大学、岐阜大学の連携を強化する連携拠点支援事業における支援対象として「量子フロンティア産業創出拠点」
（略称Q-BReD）が新たに認定された。令和6（2024）年4月に新設される拠点は、 両大学の多様な専門性を持つ教員によ
る各分野横断型の研究体制を構築し、拠点内連携による量子研究の産業応用を加速させるとともに、新たな研究展開や
新産業創出が目指されている。
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